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（別紙 新旧対照表） 
新 旧 

４. 地域再生計画の目標 
 （略） 
とりわけ、南部の寺家地区、磯山地区及び中央部の牧田地区は、

住宅や店舗が密集しており、生活排水が大量に排出される区域であ

るにもかかわらず、公共下水道が未整備の上、合併処理浄化槽の普

及率もさほど高くない状況にあり、汚水処理対策が緊急に求められ

ている状況にある。 
 
（目標１）汚水処理施設の整備の促進 

汚水処理人口普及率を平成１６年度末の７４．３％から

平成２１年度７７.５％に向上させる。 
平成１６年度末 汚水処理人口 140,924人／189,640人（住基

人口） 
平成２１年度末 汚水処理人口 149,269人／192,702人（住基

人口） 
 （略） 

 
５. 目標を達成するために行う事業 
（略） 
 
５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 

４. 地域再生計画の目標 
（略） 
とりわけ、寺家地区から磯山地区にかけての海岸区域は、住宅が

密集し、人口も多く、生活排水が河川、湾に流入する区域であるに

もかかわらず、公共下水道が未整備の上、合併処理浄化槽の普及率

もさほど高くない状況にあり、汚水処理対策が緊急に求められてい

る状況にある。 
 
（目標１）汚水処理施設の整備の促進 

汚水処理人口普及率を平成１６年度末の７４．３％から

平成２１年度７７．２％に向上させる。 
平成１６年度末 汚水処理人口 140,924 人／189,640 人（住

基人口） 
平成２１年度末 汚水処理人口 148,769 人／192,702 人（住

基人口） 
 （略） 

 
５. 目標を達成するために行う事業 
 （略） 

 
５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
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（１） 汚水処理施設整備交付金を活用する事業 
 
 （略） 
 
［事業区域］  

   ・公共下水道      鈴鹿市寺家地区、磯山地区及び牧田
地区の一部 

   ・浄化槽（個人設置型） 鈴鹿市の全域（ただし、公共下水道・
農業集落排水事業の事業認可区域

を除く。） 
［事業期間］ 

   ・公共下水道       平成１７年度～２０年度 
   ・浄化槽（個人設置型）  平成１７年度～２１年度 
   
［整備量］ 

   ・公共下水道    Φ１５０～８００  １６，７９０ｍ

   ・浄化槽（個人設置型）          ２，５００基

 
               
 
 
 
 

（１） 汚水処理施設整備交付金を活用する事業 
 
 （略） 
 
［事業区域］  

   ・公共下水道      鈴鹿市寺家地区及び磯山地区の一部
    

・浄化槽（個人設置型） 鈴鹿市の全域（ただし、公共下水道・
農業集落排水事業の事業認可区域

を除く。） 
［事業期間］ 

   ・公共下水道       平成１７年度～２１年度 
   ・浄化槽（個人設置型）  平成１７年度～２１年度 
   
［整備量］ 
・公共下水道     Φ１５０～８００ １２，０９６ｍ

   ・浄化槽（個人設置型）５人槽       １，１００基

（各年度２２０基）

              ６～７人槽     １，２８０基

（各年度２５６基）

             ８～１０人槽      １２０基

（各年度 ２４基）
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   なお、各施設による新規の処理人口は下記のとおり。 
   公共下水道 寺家・磯山・牧田地区で１，７６０人  

浄化槽 鈴鹿市の全域で６，５８５人 
［事業費］ 

   公共下水道     事業費     1,930,800 千円 
（うち、交付金   965,400千円） 

             単独事業費     423,000千円 
   浄化槽（個人設置型）事業費      977,760千円 

（うち、交付金 325,920千円） 
 

合計        事業費     2,908,560千円 
（うち、交付金 1,291,320千円） 

          単独事業費    423,000千円 
 

   なお、各施設による新規の処理人口は下記のとおり。 
   公共下水道 寺家・磯山地区で１，２６０人  

浄化槽 鈴鹿市の全域で６，５８５人 
［事業費］ 

   公共下水道     事業費    1,755,000千円 
                     （うち、交付金 877,500千円） 

             単独事業費    349,400千円 
   浄化槽（個人設置型）事業費     977,760千円 

（うち、交付金 325,920千円） 
 

合計        事業費    2,732,760千円 
（うち、交付金 1,203,420千円） 

          単独事業費    349,400千円 
 
 

 


